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要 旨 :平成22年 4月 1日 ,神奈川県は全国に先駆けて神奈川県公共施設における受動喫煙防止条例
を施行した。この条例では,大学が第一種施設に分類され原則禁煙となっている。神奈川県内の大学

48校58キ ヤンパスを対象としてアンケート調査を実施し,条例の認知度,禁煙対策状況の把握を行っ

た。100%の回収率を得た。神奈川県受動喫煙防止条例について知っていると回答した大学は98%,

禁煙状況に関しては,施設内禁煙 15。 5%(9キ ヤンパス),敷地内禁煙 0%,施設内全面禁煙72.4%
(44キ ャンパス),敷地内全面禁煙8.6%(5キ ヤンパス)であった。敷地内全面禁煙を実施している

大学は 5キ ャンパスで,そのうち 3キ ャンパスは医療系の大学, 1キ ャンパスはビルの一部という非

常に小規模の大学, 1キ ャンパスは音楽大学であった.県内の大学は施設内全面禁煙を目指し,医療

系大学は敷地内全面禁煙となることが望ましい。
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はじめに

近年, 日本だけでなく,世界の多くの国々で禁煙の輪

が広がりを見せている.こ れには,喫煙がもたらす様々

な健康被害が明らかになり,禁煙への関心が強くなって

いきたことが背景にある。実際に, 日本の喫煙率の変化

を見てみると,1966年に成人喫煙率が,男性83.7%,女

性18.0%だ ったのをピークに減少し,2010年では男性

36.8%,女性9。 1%と なっている1)。 しかし,他の先進

国と比べると, 日本人の奥煙率は依然高い状態で,特に

男性に関しては最も高いという報告もある。その証拠に

タバコの年間消費量は,2585億本で,先進国の中で第 4

位に位置している
2)。 このようなタバコを巡る世界の動

向の中で,平成22年 4月 1日 ,神奈川県は全国に先駆け

て神奈川県公共施設における受動喫煙防止条例を施行し

た。この条例では,大学が第一種施設に分類され原則禁

煙となっている。大学生は禁煙もしくは喫煙を選択でき

る年齢にある.ま た,大学生が一番多くの時間を過ごす

場所は大学である。喫煙するかどうかを選択できる年齢
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にある大学生がすごす場である大学の禁煙対策状況を把

握し,政策提言のための基礎資料を整備することが求め

られる.

目  的

平成22年度横浜市立大学医学部医学科 4年生の社会予

防医学実習 (責任者 :水嶋春朔教授)の一環として,神

奈川県内の大学における喫煙対策実態調査に取 り組ん

だ。神奈川県内の大学を対象として,条例の認知度・禁

煙対策状況・要望等に関するアンケート調査を実施し,

実態オ巴握することをを目的とした。

方  法

神奈川県内の大学48校58キヤンパスを対象としたアン

ケート調査を行った。神奈川県内に複数のキャンパスを

持つ大学には,各キャンパスに回答をお願いした。アン

ケートは事前に各大学事務局に電話でアンケート実施の

趣旨を伝え,了解を得てからアンケ∵卜用紙を郵送し,

ファックス (横浜市立大学医学部社会予防医学教室)に
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